










2001 (平成13) 年に高度情報通信ネットワーク社会形成基本法 (総務省) が制定され､ 約10
年が経過している｡ この法律で ｢高度情報通信ネットワーク社会｣ とは､ ｢インターネットそ
の他の高度情報通信ネットワークを通じて自由かつ安全に多様な情報又は知識を世界的規模で






しかし､ この情報教育という言葉はいろいろな場面で､ さまざまな意味で用いられ､ その言
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大学生の情報リテラシーに関する調査研究 情報活用能力 (文部科学省) と情報フルーエンシー (アメリカ学術研究会議) の視点から
情報教育でめざされる能力とはどのようなものであるかについて､ 簡単に小・中・高等学校で
の情報教育についての文部科学省の考えを説明することにする｡
文部科学省は ｢初等中等教育の情報教育に係る学習活動の具体的展開｣ (2008) の中で､ 情
報教育のめざすものは､ 子どもたちの情報活用能力の育成であるとし､ ３観点と８要素をあげ
ている｡ ３観点と８要素は以下の通りである｡
１. 情報活用の実践力 (①課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 ②必要な情報の主体
的な収集・判断・表現・処理・創造 ③受け手の状況などを踏まえた発信・伝達能力)








ただ､ 文部科学省大学審議会 (2000) は ｢グローバル化時代に求められる高等教育の在り方
について (答申)｣ では､ ｢大学教育においては､ 学生に､ グローバルな広がりで､ 主体的に情
報を収集し､ 分析し､ 判断し､ 創作し､ 発信する能力を養うことが不可欠である｡ その際､ 情
報モラルや､ 情報機器及び情報通信ネットワークの機能にかかわる基本的知識や能力の習得を
重視することが必要である｣ としている｡
また､ 観点は少し違うが､ 大学で身につける能力として､ 経済産業省が提唱している､ ｢社
会人基礎力｣ の考え方がある｡ ｢社会人基礎力｣ とは､ 2006年､ 経済産業省が産学の有識者に
よる委員会で ｢職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力｣ の検
討を行い､ 下記３つの能力 (12の能力要素) から成る ｢社会人基礎力｣ として定義づけた｡ 社
会人基礎力とは以下の３つの柱で12の要素からなるとしている｡
１. 前に踏み出す力 (アクション) (①主体性 ②働きかけ力 ③実行力)
２. 考え抜く力 (シンキング) (④課題発見力 ⑤計画力 ⑥創造力)
３. チームで働く力 (チームワーク) (⑦発信力 ⑧傾聴力 ⑨柔軟性 ⑩情況把握力
⑪規律性 ⑫ストレスコントロール力)
また､ ｢社会人基礎力｣ とは別に文部科学省は､ 文部科学省中央教育審議会 (2008) 『学士課
程教育の構築に向けて (答申)』 で､ ｢学士力｣ という概念を出している｡ そこでは､ ｢各専攻
分野を通じて培う学士力―学士課程共通の学習成果に関する参考指針―｣ として以下の項目を
あげている｡




２. 汎用的技能 (コミュニケーション・スキル､ 情報リテラシー､ 数量的スキル､ 問題解決
能力等)
３. 態度・志向性 (自己管理力､ チームワーク､ 倫理観､ 社会的責任等)
４. 総合的な学習経験と創造的思考力
上記の中で､ ｢情報リテラシー｣ は､ 職業生活や社会生活でも必要な技能であり､ ｢２. 汎用
的技能の知的活動｣ の項目に含まれている｡ その中で､ ｢情報リテラシー｣ は､ ｢情報通信技術
() を用いて､ 多様な情報を収集・分析して適正に判断し､ モラルに則って効果的に活用
することができる｣ 能力としている｡ しかし､ それがどのようなものであるかなどの具体的な
指針は示していない｡
ただ､ ｢社会人基礎力｣､ ｢学士力｣ の両者とも､ 情報リテラシーについては､ 文部科学省の
｢情報活用能力｣ の中の ｢情報活用の実践力 (①課題や目的に応じた情報手段の適切な活用
②必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・創造 ③受け手の状況などを踏まえた発信・
伝達能力)｣ と重なる部分が多いことがわかる｡
日本だけでなく､ 海外ではどうなっているのであろうか｡ 1999年､ アメリカ学術研究会議
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１－１コンピュータ １－２情報システム １－３ネットワーク １－４情報のデジタル
化 １－５情報の統合・組織化 １－６モデル化と抽象化 １－７アルゴリズムの考え方






ラスト､ スライド､ そして自分の考えをイメージ通りに､ グラフィックと (又は) アート
ワーク用のソフトを使いこなす ２－５コンピュータをネットワークに接続する ２－６
情報や (人的・物的) 資源を見つけるために､ インターネットを活用する ２－７他者と
のコミュニケーションの道具として､ インターネットを活用する ２－８簡潔な金融プロ
セス表や財務表を､ スプレッドシートで作成する ２－９有益な情報を提供するために､
そして､ それにアクセスするために､ データベースシステムを使う ２－10新しいアプリ









て情報を配置し､ その配置を評価すること ３－６共同作業 ３－７聞き手とのコミュニ
ケーション ３－８不測の事態を予測する ３－９テクノロジーの変化を予測する
３－10を抽象的に考える










分析の視点は､ 前述した文部科学省は､ 2008 『初等中等教育の情報教育に係る学習活動の具
体的展開』 の中の ｢情報活用能力｣ と前述した ｢情報フルーエンシー｣ の２つの視点である｡
｢情報活用能力｣ について､ 中野 (2008) は､ 新学習指導要領 (中学校学習指導要領は2008
年公示) で示されている情報教育とあわせて整理している｡ 新学習指導要領では ｢情報モラル｣､
｢問題解決｣ などでその内容の重点化も鮮明になっていること､ 小学校から中学校にかけては
｢情報活用の実践力｣ に重点が置かれているが､ ｢情報社会に参画する態度｣ は中学校や高等学
校でより深く考えさせるようになっているなどの特徴を指摘している｡ また､ 各項目の具体的
内容については､ 文部科学省､ 2008 『初等中等教育の情報教育に係る学習活動の具体的展開』
のなかで８要素の具体的な授業内容の例を学校段階ごとに示しているのでそれを参考にした｡
例えば､ ｢１. 情報活用の実践力―①課題や目的に応じた情報手段の適切な活用｣ を高等学校
の例で説明すると以下のようになる｡
より具体的目的として ｢情報を活用するための工夫と情報機器 (問題解決の工夫) ・問題解
決を効果的に行うためには､ 目的に応じた解決手順の工夫とコンピュータや情報通信ネットワー
クなどの適切な活用が必要であることを理解させる｣ となっている｡ それを達成するための
｢学習活動例｣ として ｢決められた予算や日程の範囲内で旅行を計画する場合､ 考えられる手
段を話し合い､ それらの長所と短所を話し合う｣ (引用 『初等中等教育の情報教育に係る学




もう１つの ｢情報フルーエンシー｣ の視点は､ 辰己 (2010) が具体的にその内容を示してい
るので､ それを参考にした｡
今回の ｢情報活用能力｣ は､ ３観点のうち､ ｢情報活用の実践力｣ ｢情報の科学的な理解｣ の




(知的能力)｣ の２つに焦点をあてている｡ 図表１は､ 今回分析する質問項目と文
部科学省 ｢情報活用能力｣ 及び情報フルーエンシーの項目と対応についてまとめたものである｡
｢情報活用能力｣ の ｢情報社会に参画する態度｣ と ｢情報フルーエンシー｣ の ｢
	









































大学生の情報リテラシーに関する調査研究 情報活用能力 (文部科学省) と情報フルーエンシー (アメリカ学術研究会議) の視点から
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情報フルーエンシー
















































































のうち､ 年代－10歳代､ 20歳代､ ４年制大学生､ 学年－１年生から４年生､ 年代－10歳代､ 20
歳代に限定し､ 629名で分析することにした｡ 回答者の属性は以下の通りである｡
４. 結果
｢情報活用能力｣ の ｢情報活用の実践力｣ と ｢情報フルーエンシー｣ の ｢｣ は､ 詳
細をみると多少の差異はあるが､ 本調査のほぼ図表５と対応している｡ 図表の中にそれぞれの





た｡ しかし､ ｢ブラウザ｣ という言葉を知らないためであろうか､ ｢ブラウザが自由に使える｣
は489％と回答し､ ｢わからない｣ の回答が20％である｡ コンピュータの基礎的知識の面で問






















合 計 629 1000
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また､ ｢情報活用能力｣ の ｢情報の科学的な理解｣ と ｢情報フルーエンシー｣ の ｢		
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	
｣ は､ 詳細をみるとかなりの違いがあるが､ 本調査の図表６とほぼ対応している｡
本調査では､ 図表６の各質問について学生に自己評価してもらっている｡ 多くの項目で約６割
以上の学生が身についたと自己評価している結果となった｡
しかし､ ｢コンピュータや携帯電話などのセキュリティに関する知識｣ は､ 身についていな
いという回答が多く､ これも情報フルーエンシーの第１の柱である ｢	
(情報技術
の概念)｣ の分野の知識の不足が現われていると考えられる｡ また､ ｢自分の知識や考えを図や





紙面の関係で詳細は省略するが､ 上級学年になると図表５ 主として ｢課題や目的に応じた情
報手段の適切な活用 (情報活用能力)｣ 及び ｢
(情報フルーエンシー)｣ に関連する項




しかし､ ｢図表５ 主として ｢課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 (情報活用能力)｣
及び ｢

















行なっている｡ それは､ パソコン離れと言われる中で､ 携帯電話を中心に使用している学生と
パソコン中心に使用している学生で情報リテラシーにどんな違いがあるかについて考察をする
ためである｡ そして､ 携帯電話やスマートフォンなどの ｢モバイル機器リテラシー｣ なるもの
が出現するのかなどについては､ 今後の課題である｡
※平成22年度兵庫ニューメディア推進協議会 調査研究グループ､ 2010 『若年層の携帯電話利
用とデジタルデバイトの関係に関する調査研究』 による調査データを用いた｡
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